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令和７年９月号
建設業労働災害防止協会　神奈川支部

横浜市中区太田町2-22番地  電話045-201-8456 FAX045-201-7735
No.５８８

URL https://kensaiboukanagawa.com/ 

建設業で選任義務のある「雇用

管理責任者」のための研修です。

対象となる方は雇用管理責任

者の方、それに準ずる立場の方

雇用管理に必要な知識を習得したい方など

○基礎講習（対面講習・オンライン講習）

雇用管理上必要な関係法令や各種制度に関する基礎的

な知識の習得と向上を目的とした研修です。

定員：各回30名 時間：9：30～17：00

講習内容

1. 雇用管理総論と建設雇用改善施策

2. 社会保険の意義と概要 3. 労働法の概要

横浜開催：万国橋会議センター※

9/24(水)、10/７(火)、10/24(金)、 11/７(金)、12/

３(水)、12/16(火)

川崎開催：ミューザ川崎シンフォニーホール※

11/18(火)

※オンライン講習は対面講習と同時開催

〇コミュニケーションスキル等向上コース(対面講習のみ)

講義とコミュニケーションを通じて、若年者や部下へ

の関わり方、職場でのモチベーション維持・向上の手法

等について事例を基に学びます。

定員：各回30名 時間：13：00～16：30

講習内容

1. 建設業界の背景及び概要【講義】

2. アイスブレイク 3. 事例検討【グループワーク】

横浜開催：万国橋会議センター※

9/19(金)、10/９(木)、10/23(木)、12/17(水)

川崎開催：ミューザ川崎シンフォニーホール※

11/20(木)

※万国橋会議センター ４階

横浜市中区海岸通4-23

ミューザ川崎シンフォニーホール会議室２

川崎市幸区大宮町1310

詳細・お申込み・お問合せはホームページへ

https://koyoukanri.mhlw.go.jp/

【雇用管理研修 専用Webサイトで検索】

神奈川労働局主催で下記の転倒・腰痛災害防止大会が

開催されます。（定員600名まで）

日時 10月６日（月）13：30～16：30

場所 横浜市市民文化会館関内大ホール

内容

特別講演：職場における転倒および腰痛予防対策につい

て（講師：早稲田大学スポーツ科学学術院スポーツ科学

部教授澤田亨氏）厚生労働省の「身体活動・運動ガイド

最新版」を活用した、転倒・腰痛・生活習慣病の予防の

ための行動変容のポイントについて説明いたします。

好事例発表

① 楽しく競い合いながら体力チェック！

② 体操と安全安心体力テストで従業員

の転倒災害ゼロへ！

お問合せ先 申込み⇒

神奈川労働局安全課

045-211-7352

今年も全国労働衛生週間にか

かるポスターそのほかの用品を

建災防で作成し、販売しており

ます。ポスターNo1のモデルは

藤咲碧羽さんで、ポスターNo2

には今年のスローガン「ワーク

・ライフ・バランスに意識を向

けて ストレスチェックで健康職

場」が記載されています。

支部行事予定

建災防事務局だより

全国労働衛生週間の用品

編集委員会 運営委員・分会事務局合同会議

時：10月９日　14：30 時：10月23日　15：00

所：建設会館411会議室 所：建設会館講堂

支部表彰選考委員会 正副運営委員長・部会長会議 第60回神奈川県建設業労働災害防止大会

時：９月11日　15：00 時：10月９日　15：00 時：11月７日　14：30

所：建設会館411会議室 所：建設会館411会議室 所：横浜市西公会堂

全国建設業労働災防防止大会神戸 正副支部長・分会長会議 第２回理事会

時：10月２日３日 時：10月14日　15：00 時：12月４日　15：00

所：ワールド記念ホールほか 所：建設会館411会議室 所：建設会館講堂

建災防神奈川支部ニュース

建設業労働災害防止協会神奈川支部の皆様に

おかれましては、日頃から労働基準行政の運営、

特に労働災害防止活動にご尽力いただき、厚く

御礼申し上げます。

建設業においては、長時間労働対策の推進と

併せて、労働衛生の確保は極めて重要な課題で

す。特に近年、メンタルヘルス不調や過重労働

による健康障害が社会的にも大きな関心を集め

ており、職場環境の改善と労働者の健康保持増

進に向けた取組が求められています。

さて、今年も10月１日から７日までの期間、

「第76回 全国労働衛生週間」が実施されます。

本年のスローガンは「ワーク・ライフ・バラン

スに意識を向けて ストレスチェックで健康職

場」です。

働く人々の心身の健康を守り、安心して働け

る職場づくりを進めるという強い思いが込めら

れています。

この全国労働衛生週間を契機として、各事業

場においては職場巡視や労働衛生に関する講習

会の開催、スローガン等の掲揚、労働衛生の意

識高揚のため行事など労働衛生に関する自主的

な活動を積極的に展開していただきたいと思い

ます。

また、準備期間である９月には労働時間の見

直しやメンタルヘルス研修、女性や高齢者の健

康課題への対応など幅広い視点から職場の衛生

管理体制を点検し、改善につなげていくことが

重要です。

加えて、化学物質による健康障害防止対策も

重要なテーマです。建設現場では塗料や接着剤

など様々な化学物質が使用されており、ラベル

表示や安全データシート（SDS）の確認、適切

な保護具の使用、作業者への教育など基本的な

管理の徹底が求められます。

特に中小企業では地域産業保健センター等の

支援を活用し、リスクアセスメントに基づく対

策を着実に進めていただきたいと思います。

さらに、石綿による健康障害防止も喫緊の課

題です。建築物の老朽化が進む中、解体・改修

工事においては、有資格者による事前調査、湿

潤化や隔離措置、呼吸用保護具の適正使用など

石綿ばく露防止対策を徹底する必要があります。

発注者による配慮も含め現場全体での意識の

向上が不可欠です。

神奈川県内では、今年に入り建設業における

死亡災害が前年を大きく上回るペースで発生し

ており、安全衛生管理の一層の強化が急務と

なっています。

労働衛生は安全と表裏一体であり、健康な身

体と健全な職場環境があってこそ、災害のない

現場が実現されます。

全国労働衛生週間は単なる行事ではなく、現

場に従事する一人ひとりが主体的に取り組むこ

とで真の効果を発揮します。

ぜひこの機会を活かし、各事業場・現場にお

いて、労働衛生意識の高揚と職場環境の改善に

向けた実践的な取組を進めていただきますよう

お願い申し上げ、私からのメッセージとさせて

いただきます。

令和７年度（第76回）「全国労働衛生週間」に当たって

児屋野文男

神奈川労働局

局長

雇用管理研修のお知らせ

第３回神奈川転倒・腰痛災害防止大会
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７月24日ロイヤルホールヨコハマにて、正副支

部長・分会長会議が行われました。

主な議題は①第61回全国建設業労働災害防止大

会（神戸大会）の開催について、②令和７年度の表

彰について、③第60回神奈川県建設業労働災害防

止大会開催についてです。

全国大会に関しては、プログラムの内容を確認し、

内定した支部における表彰者を確認しました。

表彰に関しては、支部大会における分会の割り当

て等が確認されました。

第60回の支部大会に関しては、７月10日に行わ

れた正副運営委員長・部長会議での検討の結果を受

けて、開場２時、開会２時30分の通常のスタイル

で開催し、特別講演に関しては、労働基準部長の講

演と建設関係において評判の高い元ANA客室乗務員

の吉永由紀子氏に講演を依頼することとし、時間枠

が長くなることから終了時間は20分延長し、17時

35分閉会という方向で今後準備をすることとしま

した。

　　　署

年
横浜南 鶴見 川崎南 川崎北 横須賀 横浜北 平塚 藤沢 小田原 厚木 相模原 横浜西 合計

19 8 19 34 17 49 25 23 16 18 23 38 289

(0) (2) (1) (1) (1) (2) (1) (2) (10)

32 11 28 23 35 42 31 24 17 35 34 42 354

(1) (1) (1) (3)

本　年

前　年

（注）労働者死傷病報告による、（ ）内は死亡者数である。コロナ感染によるものを除いている。

☆死亡災害発生状況☆ 神奈川労働局 令和７年８月28日現在

☆建設業における署別労働災害発生状況☆（休業４日以上） 神奈川労働局 令和７年７月末現在

製 造 業 2 5 2 (1) 6 4 (1) 2

建 設 業 10 6 12 (1) 12 16 (1) 9 (1)

交 通 運 輸 業

陸 上 貨 物 運送 事業 5 (3) 5 (2) 3 6 (2) 9 (3) 6 (1)

港 湾 荷 役 業 1 1

商 業 2 (2) 3 (2) 4 (3) 6 (2)

清 掃 ・ と 畜 業 3 1 2 3 3 4

そ の 他 4 1 8 (2) 4 (1) 9 (2) 3 (2)

合 計 26 (5) 21 (4) 28 (4) 35 (6) 42 (7) 30 (6)

　　　　　　　　　年

　業　種

死亡災害件数死亡災害把握数

本年 前年同期 前々年同期

（令和７年） （令和６年） （令和５年）
令和６年 令和５年 令和４年

（注）死亡災害把握数は、本年のみ欄外表示の日までに把握した死亡災害の件数で、（ ）は、事故の型が「交通事故」であ

るものを内数で表示しています。

☆死亡災害の概要☆ 神奈川労働局 令和７年８月28日現在

正副支部長・分会長会議を開催

神奈川労働局安全衛生表彰式が開催されました。

厚生労働大臣表彰

優良賞（安全確保）

東急・京急・安藤・間建設共同体

［大師線連続立体交差事業

・第１期］第４工区土木工事

厚生労働大臣表彰

奨励賞（安全確保）

鹿島建設株式会社横浜支店

横浜支店ビル解体工事

神奈川労働局長

功績賞

小菅 貞文

元建設業労働災害防止協会横須賀分会

分会長、安全指導者

神奈川労働局長

安全衛生推進賞

伊藤 英樹

建設業労働災害防止協会神奈川支部

横浜北分会教育部会長

安全指導者、木建安全指導員

■ 厚生労働大臣 優良賞
安全衛生に関する水準が特に優秀で、他の模範と認められる事業場

■ 厚生労働大臣 奨励賞
安全衛生に関する水準が優秀で、他の模範になると認められる事業場

■ 神奈川労働局長 功績賞
地域の中で、地域、団体又は関係事業場における安全衛生活動において指導的立場にあり、当該地域、団体又は関係事業

場の安全衛生水準の向上発展に貢献をした個人
■ 神奈川労働局長 安全衛生推進賞

地域の中で、長年にわたり安全衛生関係の業務に従事し、地域、団体又は関係事業場の安全衛生水準の向上発展に多大な
貢献をした個人

厚生労働大臣表彰 神奈川労働局長表賞

神奈川労働局は７月７日、横浜地方第二合同庁舎

１階共用会議室において、令和７年度神奈川労働局

安全衛生表彰式を開催しました。

建設関係での表彰は厚生労働大臣の優良賞（安全

確保）及び奨励賞の伝達がそれぞれ１事業場、神奈

川労働局長による表彰では個人賞は２名が受賞され

ました。

表彰式で児屋野神奈川労働局長から挨拶が行われ、

「それぞれの分野において、安全第一、人命尊重の

理念のもと、長年にわたり労働災害の防止、職場環

境の改善などに対する、日頃からのたゆまぬ御努力

の積み重ねが、本日の受賞へと開花したもので、深

く敬意を表します」と挨拶されました。

発生月 業種 起因物
事業場規模

発生時刻 年齢 事故の型

２月
建築工事業

（１次下請）
コンベア

～９人

９時頃 40～44歳

３月
その他の建設工事業

（元請）
建築物、構築物

10～19人

14時頃 35～39歳

３月
土木工事業

（１次下請）
不整地運搬車

～９人
35～39歳

４月
建築工事業

（2次下請）
有害物

～９人

45～49歳

４月
建築工事業

（１次下請）

～９人

50～54歳 爆発

５月
土木工事業

（元請）
玉掛用具

～９人

30～34歳 激突され

５月
土木工事業

（元請）
トラック

～９人

70～74歳 墜落、転落

７月
土木工事業

（元請）
軌道装置

10～29人
14時頃 25～29歳 激突され

７月 建築工事業

～９人

13時頃 25～29歳 墜落、転落

７月 その他の建設工事業

～９人

12時頃 50～54歳 墜落、転落

10
建築物、構築物

別掲載（６頁）

14時頃

16時頃

6

9 別掲載（６頁）

屋根、はり、もや、

けた、合掌

7

　ゴルフ場の枯れ木の伐採を終え、使用したドラグ・ショベルを傾斜のある場所でトラック

（セーフティローダーダンプ）に積載する際、トラックが逸走して横転し、ドラグ・ショベルの

運転席にいた被災者がトラックの荷台からドラグ・ショベルとともに転落し、立木とドラグ・

ショベルの間にはさまれ死亡した。

8 別掲載（６頁）

　温泉掘削工事現場において、さく井機本体の解体前の工程で、さく井機のやぐらにピン止め固

定された鉄板を取り外す作業中、被災者と同僚が鉄板のつりピースに玉掛け、移動式クレーンで

地切りして、ピンを抜いたところ、鉄板が被災者側に傾き、激突した。

番号 発生概要

1

　ふ頭内で石炭を出荷する設備の塗装工事のためにコンベヤーカバーの荷卸し作業に従事してい

た被災者が作業中に行方不明となり、翌日、係留中であった貨物船の石炭船倉内から発見され、

死亡が確認された。

2

　住宅解体工事現場において、高さ２.４ｍのコンクリート塀の取り壊しの作業を行うため、手

持ち式の電動カッターを用いてコンクリート塀を分割していたところ、塀の上部が倒れ、飛散防

止のため近傍でコンパネを持って追従していた被災者が下敷きになり死亡した。飛来、落下

　河川改修工事にて、被災者が、不整地運搬車を操作し、土のうを運搬していたところ、護岸脇

の通行路より河川側の段差（高さ約１メートル）を落下し死亡したもの。

4

　共同住宅の原状復旧工事において、浴室（ユニットバス）で有機溶剤を含有する洗浄剤をウエ

スに取って洗浄する作業をしていた被災者が、有機溶剤中毒になって死亡したもの。共同住宅の

原状復旧工事において、浴室（ユニットバス）で有機溶剤を含有する洗浄剤をウエスに取って洗

浄する作業をしていた被災者が、有機溶剤中毒になって死亡したもの。

　被災者は、１階床スラブのガス溶断作業（アセチレンガス＋酸素のボンベを使用）を行ったと

ころ、爆発と思われる現象が生じ、コンクリート床材などが上下周囲に吹き飛び、地下ピットが

むき出しの状態となった。被災者は爆発の影響により２階の床とともに地下１階に転落、落下し

てきた床材に挟まれ死亡したもの。

はさまれ、巻き込まれ

15時頃 墜落、転落

5
可燃性のガス

10時頃

12時頃 有害物との接触

3
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神奈川県木造家屋建築工事等災害

防止協議会の令和７年度の総会が６

月26日建設会館講堂で開催されまし

た。総会には、来賓に神奈川労働局

の田代主任地方安全専門官、同局小

野地方産業安全専門官、並びに黒田

建災防神奈川支部長を迎え、会員13

人が参加しました。（委任状11人）

会の冒頭における米田会長の挨拶で

は、昨年木造建築工

事において死亡災害

ゼロを達成したもの

の、一人親方等の災

害が発生しているこ

とを憂い、「過去10年間で発生した

木建工事での死亡事故14件の内、11

件が墜落・転落であることを十二分

に熟慮しなければなりません。

そして死亡災害ゼロを目指すには、

労災団体である建災防や木建協はお

ろか、職別団体にすら属さない、行

政より労災防止の情報、知識等が全

く届いていない、所謂、アウトサイ

ダーの人たちにも、地道な現場パト

ロールの実施をお願い申し上げる」

と呼び掛けました。

来賓の祝辞で田代

主任安全専門官は本

年は第14次労働災害

防止計画の中間年で

あり、これまの２年

間では全産業において死亡災害の目

標達成は果たされておらず、今年も

17件の死亡災害が発生し、休業災害

も増加傾向にある、災害はあっては

ならないもので今一度安全にご注意

願いたい。と説明した。

審議されたのは①令和６年度の事

業報告承認に関する件、②令和６年

度決算報告承認に関する件、③令和

７年度の事業計画（案）承認に関す

る件、④令和７年度収支予算（案）

承認に関する件についてです。

令和６年は木造建築工事において

４年ぶりにゼロを達成していますが、

過去を振り返ってみると災害の大半

は墜落転落によるものであることか

ら、令和７年度についても墜落転落

災害防止を重点に活動することとし

原案どおり承認されました。

総会終了後に労働局の小野地方産

業安全専門官から労働災害の発生状

況等について説明を受けました。

７月24日ロイヤルホールヨコハマ

において、神奈川労働局幹部と建災

防正副支部長、分会長、運営委員役

員とで情報交換会を行いました。

この情報交換会は毎年実施されて

いるもので、労働局からは児屋野

労働局長、荒木労働基準部長、松田

監督課長、柴田健康課長、小野地方

産業安全専門官らが参加し、神奈川

支部からは黒田支部長をはじめ、正

副支部長分会長、正副運営委員長ら

が参加しました。

冒頭の黒田支部長

の挨拶では、現状県

内で死亡災害が急増

している情勢に触れ、

将来の担い手となる

若年労働者を確保し、定着させてい

くことが大きな課題

で、業界をあげて安

全、安心な職場環境

作りをしていかなけ

ればならない。これ

まで取組んできた内

容も含めて、どう

いった問題点がある

か行政の立場で忌憚

のないご意見をいた

だきたい。と結びま

した。

児屋野局長も冒頭の挨拶で、死亡

災害が昨年に比べて大幅に増えてい

る情勢を鑑み、安全は一日にしてな

らないもので、基本に帰って取組を

行う必要がある。本日は双方でいろ

いろな情報を共有し、

フィードバックして

いく上でいい機会で

ある。と会の在り方

について述べられました。

この後、労働局労働基準部の監督

課長、健康課長からそれぞれの担当

行政の説明をいただき、神奈川支部

からは有井副支部長が（一社）

神奈川県空調衛生工

業会で行った会員意

識調査に基づき、施

行から１年経った労

働時間の上限規制に関する会員の取

組状況が報告され、災害防止計画の

中間年であることから、専務理事の

方からこれまでの神奈川支部の災害

防止の取組として、かながわ安全強

靭化計画等の説明が行われました。

意見交換においては、労働時間の

関係では育児休業取得時に関わる問

題や、最近の猛暑における夏場の労

働時間の調整や経費、高齢者や外国

人労働者の災害リスクが高いことな

ど多岐にわたり、最後に荒木労働基

準部長からまとめの挨拶がされまし

た。

７月に発生した建設業の死亡災害の概要

神奈川労働局との
情報交換会

令和７年度
神奈川県木建協総会

児屋野労働局長

米田木建協会長

田代主任安全専門官

黒田支部長

有井副支部長

業種 起因物 発生状況発生月

事業場規模発生時刻 事故の型 災害防止のポイント
発注関係

公共
７月

【発生状況】
　シールドトンネル内部（発進立坑から約１ｋｍ地点）において、シールドトン
ネル先端から発進立坑へ戻る機材運搬車と、発進立坑からシールドトンネ
ル先端へ向かう電動式台車が衝突し、電動式台車を運転していた被災者
が負傷し、病院に搬送されたが死亡したもの。
監督員 25～29歳（元請）

【災害防止のポイント】
1　状況に応じてあらかじめ信号装置の表示方法を定めて信号装置を設
け、関係労働者に周知すること
２　軌道装置の運転者への合図の方法を関係者に周知徹底すること
　軌道装置の運転者への合図について、合図者の立つ位置や合図の方法
を定め、関係作業者に周知徹底する。また、定められた位置や方法で合図が
行われていることを定期的に点検し、確認することも重要である。
3　軌道装置の動力車の運転は、有資格者に行わせること
　軌道装置で使用するバッテリーカー等の動力車の運転は、動力軌条運搬
車等の運転業務に係る特別教育を受けた者に行わせなければならない。

10～29人

土木工事業 軌道装置

14時頃 激突され

７月 建築工事業 屋根、はり、もや、けた、合掌

【発生状況】
　工場の屋根の交換作業を行っていた被災者がアクリル板（縦１ｍ、横3.7
ｍ）の屋根を踏み抜き、工場内に約17ｍ墜落したもの。
作業員 25～29歳（２次下請）

【災害防止のポイント】
1　踏み抜き防止措置
　スレート、木毛板等の材料でふかれた屋根の上で作業を行う場合におい
て、踏み抜きにより危険を及ぼすおそれのあるときは、幅が３０ｃｍ以上の歩
み板を設け、防網を張る等の踏み抜きによる危険を防止するための措置を
講じること。※防網を張る等の「等」には親綱を配置し、安全帯を使用させ
ることも含む。
２　作業状況の把握と手順の見直し
　作業開始前に作業場の状況を把握し、あらかじめ定めた作業計画や作業
手順にない作業が発生したときは、職長と元方事業者職員が協議し、承認
を得てから作業を行うこと。

民間

～9人13時頃 墜落、転落

7月 土木工事業 トラック

【発生状況】
　傾斜地において、被災者が最大積載荷重３トンのセーフティローダー
車の荷台にショベルカーを積込む作業中、荷台を定位置に戻そうと被災
者が後輪付近で荷台のスイッチ操作をしたところ、前輪が浮き、輪留め
を超えて当該車が逸走したもの。
　被災者は当該車を止めようとハンドルに手をかけたところ、当該車と
壁に挟まれ、その衝撃で振り落とされ、後輪に轢かれ死亡したもの。
45～49歳（一次下請）

【災害防止のポイント】
1 セーフティローダーダンプでの積込み・積み下ろし作業は、必ず平坦
な安定した場所に車両を停車して行うこと。
2 運転席から離れる際には、サイドブレーキを十分に引き、適切な規格
の輪止めをタイヤに密着させて設置すること。
３ やむを得ず坂道で積込み等作業を行う時は、運転手が車両に乗った
状態で行うこと。

激突され
公共

13時頃 ～9人



４～５

いろな情報を共有し、 事務局

暑い夏も９月を迎えましたが、今年は６月の段階から

かなり厳しい状態が続いているようです。

昨年との比較でみても、横浜市内で最初に30℃を超え

たのは同じ６月中旬ですが、熱中症による救急搬送件数

は昨年は６月の下旬あたりから少しずつ増えたのに対し、

今年は６月の中旬にいきなり50件を超えてきました。※

下段グラフ参照

健康課長

熱中症対策については、あらゆる機会を通じて周知を

図っていますが、今年は梅雨の影響も少なく、６月から

天気もいい日が続き休業災害も６月から報告が出始めて

います。

神奈川県下では、今のところ、熱中症による死亡災害

は発生しておりませんが、休業４日以上の休業災害につ

いては、８月上旬の速報値では、６月に11件、7月に８

件、合計で19件発生し、昨年同期比で約1.6倍と増加し

ており、高温予想もあることから、引き続き

「MissonZero」を目指した

熱中症予防対策の徹底が求め

られます。

事務局

今年は熱中症に関して、法令改正が行われ、事業者に

対して体制の整備などが義務化されることとなりました。

あらためて内容をご説明いただけますか？

健康課長

今回の改正は令和５年、６年と熱中症による死亡災害

が２年連続で30人を超えており、そのほとんどが初期症

状の放置と対応の遅れからでした。

そこで、死亡に至らせない、あるいは重篤化させない

ための適切な対策の実施が必要であることが分かったの

です。

事務局

従来から規則で多量に発汗を伴う作業場では塩や飲料

水を備えなければならない義務がありましたね（労働安

全衛生規則第617条（発汗作業に関する措置））

健康課長

今回それに加えて、熱中症のおそれがある労働者を早

期に見つけ、その状況に応じ、迅速かつ適切に対処する

ことにより熱中症の重篤化を防止するため、

「体制整備」「手順作成」及び「関係者への周知」が事

業者に義務付けられました。（同規則第617条の２）

事務局

対象となるのはどのような環境下なんでしょうか。

健康課長

対処が必要なのは、WBGT28度以上又は気温31度以

上の環境下で連続１時間以上または１日４時間を超えて

実施が見込まれる作業についてです。

事務局

体制整備についてはどの程度の対処が必要なんでしょ

う。

健康課長

「体制整備」については、「熱中症の自覚症状がある作

業者」や「熱中症のおそれが作業者を発見した者」がそ

の旨を報告するための体制整備です。

事務局

手順というのはどの程度の内容でしょうか

健康課長

「手順作成」については、熱中症のおそれがある労働者

を発見した場合に迅速かつ的確な判断が可能となるよう、

「事業場における緊急連絡網、緊急搬送先の連絡先及び

所在地等」や「作業離脱、身体冷却、医療機関への搬送

等熱中症による重篤化を防止するために必要な措置の実

施手順の作成で、いずれも関係作業者への周知が必要に

なります。

事務局

暑さ対策に関しては、神奈川支部では、危ないのは熱

中症だけではない、として、今年は

暑さによる体力消耗、集中力減退・欠

如などによる災害が増えている傾向が

あると注目し、神奈川労働局並びに県

下の労働基準監督署の後援を得て

「猛暑時の安全行動強化期間」を展開

しています。

健康課長

今年も熱中症による死亡災害はないものの、建設業に

おける死亡災害は７月の第１週に２件、それから７月の

後半に１件発生しています。

内容を見てもトンネル軌道上での衝突、屋根の踏み抜

き、重機の積み込み中での事故など、事前のしっかりし

た計画の不足と人の不安全な行動によるものが目立ち、

基本的な安全衛生管理活動の徹底が望まれます。

事務局

県内の事故ではないですが、８月２日に、埼玉県内で

自治体発注の下水道点検作業で一度に４人が死亡という

悲惨な事故がありましたね。

県内でも埼玉の沈下事故を受けて自治体から下水道の

点検を行う動きがあり、今回のような事故を懸念する声

がありました。

健康課長

原因は硫化水素のようですが、下水管など普段、人が

使用していない暗所などに入る際には事前に酸素濃度の

計測など義務付けられているのですが、避けられなかっ

たのは残念でなりません。

過去の事例をみても、酸欠、硫化水素による事故は、

複数の人が被災する例が多く、事前の対策も必須ですが、

マスク等保護具の適切な使用とともに、万が一に備えた

救助体制の確保も忘れてはなりません。

事務局

以前も支部ニュースで夏の目に見えない三大災害とし

て、感電、熱中症に加えて酸

欠・硫化水素を加えていまし

た、その理由として夏場に工

事現場の地下に溜まった水た

まりなどで微生物が発生し、

酸欠状態になったり、工場な

どの休業時に汚水槽などを清掃する際に硫化水素で複数

の被害者を出すような事件が発生していたことからです。

健康課長

おっしゃるとおり、酸欠も硫化水素も目に見えないの

で、忘れたころに大きな事故が発生する傾向があります。

今回も深さ12メートルの下水管内での作業時に墜落制

止用器具が使われていなかったようですが、一呼吸する

だけで意識が混濁する恐れがあります

ので、恐れがある個所に作業員を入場

させる場合には事前の準備をくれぐれ

も忘れないようにして欲しいものです。

事務局

さて、下水道の関係では別の観点で質問を受けていま

す。

来年から、従来の建築物に加えて石綿の工作物につい

て、資格者による事前調査が必要になります。

神奈川支部でも来年に向けて資格者を増やすために工

作物石綿事前調査者講習を開講しましたが、その関係で、

この事前調査の対象となる工作物について、厚生労働省

の資料では対象工作物が列挙されていますが、そのうち

の④に「配管設備（建築物に設ける給水設備、排水設備、

換気設備、暖房設備、冷房設備、排煙設備等の建築設備

を除く。）」とあります。

そこで疑問は、普通に市中に埋設されている上下水道

管は対象工作物に該当するのでしょうか？

健康課長

工作物の関係については、法律の内容を補足した施行

通達が令和２年に出されています。※２「令和2年8月4

日付け基発0804第2号「石綿障害予防規則等の一部を改

正する省令等の施行について」」以下施行通達とします。

その中で、配管設備については、配管設備には農業用

パイプラインを含み水道管は含まないこととされており、

上水道管は除かれることとされていますので、対象に上

水道は入りません。

事務局

では下水道の方はどう

なんでしょうか。

令和４年度の検討会報

告の資料等を見ると、配

管について、炉設備等と

連結して使用される高圧

配管、下水管、農業用パイプライン及び貯蔵施設という

記載になってプラント関係での配管を指しているように

思われていたのですが。

健康課長

おっしゃるとおり、検討会の段階では炉設備等という

配管は（炉設備等と連結して使用される高圧配管、下水

管、農業用パイプライン及び彫像施設）※上水道管は除

く、という表現で、炉設備というのは反応槽、加熱炉を

指していました。

ところが、先ほどの施行通達では、工作物を「建築物

以外のものであって、土地、建築物又は工作物に設置さ

れているもの又は設置されていたものの全てをいい、例

えば、煙突、サイロ、鉄骨架構、上下水道管等の地下埋

設物～」として、具体的に上下水道管を明記しています。

事務局

上水道は、先ほどの話から配管設備から除かれるとし

ても、一般の下水道管を扱う工事が調査対象となると、

公共工事を行っているなど、資格を取らないといけない

対象事業場はかなり増えますね。

健康課長

この線引きが設けられた理由は施行通達に「これまで

の各種調査の結果から、石綿等が使用されている可能性

が高いと考えられる工作物を規定したもの」と示されて

います。

事務局

ただ、気になるのは下水管の場合使われている箇所が

シーリング材や接着剤などで事前の設計図面等で使われ

ている材料が特定されればいいですが、撤去・改修時の

調査となると、掘らないとわかりません、目視しての調

査というのはかなり困難と思われますが、どのように調

査すればいいのでしょうか？

健康課長

調査方法について、「石綿含有とみなす」ことも可能

ですが、工作物石綿事前調査者講習標準テキスト（令和

6年4月（令和7年4月改訂））に記載されている、「3.2

現場調査」などを参考にしていただき、解体工事開始後

に目視できるような状況になった際に確認を行うなど適

切な対応が望まれます。

事務局

次の質問は化学物質の管理についてです。

化学物質管理者と保護具着用管理責任者は氏名等の掲

示の義務があります。

通常、化学物質があって、

保護具を使うことになると

化学物質管理者がいること

が前提となるので、現場に

は選任した事業場（会社）

の数だけ双方掲示しないと

いけないのでしょうか？

健康課長

結論から先にいいますと、保護具着用管理責任者につ

いては化学物質管理者と同様に事業場単位での選任が必

須ですが、その職務に「労働者の保護具の適正な使用に

関すること」というのがありますので現場単位で選任し、

掲示することが望まれます。

一方、化学物質管理者は、店社等の事業場単位で選任

することを義務付けたこととされ、例示として、建設工

事現場における塗装作業等の作業を行う請負人の場合、

一般的に、建設現場での作業は出張先での作業に位置づ

けられ、そのような出張作業先の建設現場まで化学物質

管理者の選任を求める趣旨ではないと示されております。

事務局

化学物質管理者については、必ずしも現場で掲示する

必要はないのですね

健康課長

掲示方法についても「事業場の見やすい箇所に掲示す

ること等により関係労働者に周知させなければならな

い。」とされていますが、腕章を付けさせる、特別の帽

子を着用させる、事業場内部のイントラネットワーク環

境を通じて関係労働者に周知する方法等が含まれると示

されています。

事務局

では次に、50人未満のストレスチェックが義務化され

るということですが、建災防で

は従来から現場における無記名でのストレスチェックを

推奨してまいりました。

改正後においては、それぞれの事業場において実施す

ることが必要となりますが、元方事業者において現場内

のストレス度を把握することは必要なことだと思われま

す。

それを踏まえてどのような対処をしていけばいいで

しょうか

健康課長

ストレスチェックについては、事業者毎に確実に実施

することとなります。

現場において、関係者を含めて

現場内のストレス度を把握して、

予防策を実施することは大変望ま

しいことと思われます。

なお、雇用者でない者の氏名や

相談内容を把握したり、外部に提

供する際にはプライバシー等個人

情報保護に留意が必要です。

したがって、従前の対応も一つの方法ですし、各事業者

で実施の上、作業者を特定することなく、改善事項を共

有するなどの方法も考えられます。

事務局

法適用はいつからでしょうか

健康課長

交付日から３年以内とされていますが、申し訳ありま

せんが、いまだ施行日が示されていないため、不明です。

事務局

さて、今月は全国労働衛生週間の準備期間で、来月10

月１日から7日まで全国労働衛生週間の本週間ですが、

今年のスローガンは「ワーク・ライフ・バランスに意識

を向けて ストレスチェックで健康職場」です。今年の

全国労働衛生週間で重点となる対策はどのようなもので

しょうか。

健康課長

全国労働衛生週間に重点事項としては、10項目（下段

囲み）あります、また、本週間では５項目、その他他労

働衛生の意識高揚のための行事等の実施を通じて、労働

衛生水準のより一層の向上及び労働衛生意識の高揚を図

るとともに、自主的な労働衛生管理活動の定着を目指し

て、各事業場において、事業者及び労働者が連携・協力

の元、実りある労働衛生活動の実施をお願いしたいと思

います。

事務局

本日はありがとうございました。

健康課長

こちらこそ、まだ暑さは続きますのでご注意を！

建設業におけるこれからの労働衛生対策（全国労働衛生週間特集）

９月１日から準備期間、10月１日から７日までを本週間として全国労働衛生週間が展開されます。今年のスローガンは「ワーク・ライフ・バランスに意識を向けて ストレスチェックで健康職場」とされ、労働者の健康管理や職

場環境の改善など労働衛生意識を高め、職場での自主的な労働衛生管理活動を一層促進するものです。併せて、本年６月１日から熱中症対策について法令改正があり、早急に対策を講じなければなりません。また、来年１月１日からは工作

物にかかる石綿の事前調査も義務付けとなります。今回は神奈川労働局労働基準部健康課長と、今後の建設業における労働衛生対策、改正法の概要などについて、(株)建通新聞社の小原記者を交えて座談会形式でお聞きしました。

①過重労働による健康障害防止対策、②労働者の心の

健康の保持増進のためのメンタルヘルス対策、③小規

模事業場における産業保健活動の充実、④治療と仕事

の両立支援対策、⑤女性の健康課題の理解促進、⑥労

働者の作業行動に起因する転倒・腰痛災害防止対策、

⑦暑さが続く中での熱中症対策、⑧職場における受動

喫煙防止対策、⑨化学物質による健康障害防止対策及

び⑩解体等を含めた石綿による健康障害防止対策の推

進


